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はじめに 

 

児童福祉施設における食事は、入所する子どもの健全な発育・発達及び健康の維持・増進の基

盤であるとともに、望ましい食習慣及び生活習慣の形成を図るなど、その役割は極めて大きい。 

このような中、食育推進基本計画に保育所等における食育の推進が盛り込まれ、保育所保育指

針に「食育」が位置付けられるなど、子どもの「食」を取り巻く環境が大きく変化している。ま

た、平成２１年５月には「日本人の食事摂取基準（２０１０年版）」が策定された。 

こうした状況の中で、児童福祉施設における、子どもの発育・発達を視野に入れた具体的な食

事計画の作成や評価など食事摂取基準も踏まえた栄養管理の手法、児童福祉施設の特徴を踏まえ

た衛生管理、並びに、食育の観点からの食事の提供などについて、より具体的な内容や留意点を

例示してほしいとの要望が強くあった。 

そこで、「児童福祉施設における食事の提供及び栄養管理に関する研究会」において、子ども

の健やかな発育・発達を支援する観点から、児童福祉施設における食事の提供及び栄養管理を実

践するにあたっての考え方の例を示すものとして「児童福祉施設における食事の提供ガイド（仮

称）」を取りまとめた。 

このガイドは、食事の提供についての実務を担当する者を対象とし、児童福祉施設における食

事の提供に関する留意点を踏まえ、実践例を示すものである。児童福祉施設における食事の提供

及び栄養管理は、子どもの健やかな発育・発達の根幹であることから、施設内の様々な職種の職

員の連携が必要であり、施設長をはじめとするすべての職員の理解が望まれる。また、各自治体

の児童福祉施設主管課においては、ガイドの主旨を踏まえて、各施設に対する支援において、適

切な活用が望まれる。 

 なお、本研究会においては、児童福祉施設で食事の提供及び栄養管理に関わる管理栄養士も構

成員として参画し、それぞれの施設での事例等も踏まえ、検討を進めてきた。各施設における取

組を例示しているが、施設種別、入所形態、提供する食事の回数、職員の配置状況等により施設

毎の状況が異なる。したがって、子どもの状態を把握し、各職員間で連携・協働しながら食事の

提供及び栄養管理をそれぞれの施設の特性に合わせて進めていくことが重要であり、このガイド

の目指すところである。 
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Ⅰ 児童福祉施設における「食」を取り巻く状況 

 
【児童福祉施設最低基準】 

  児童福祉施設最低基準（昭和 23 年 12 月 29 日、厚生省令第 63 号）では、「児童福祉施設において、

入所している者に食事を提供するときは、その献立は、できる限り、変化に富み、入所している者の

健全な発育に必要な栄養量を含有するものでなければならない。」また、「食品の種類及び調理方法

について栄養並びに入所している者の身体的状況及び嗜好を考慮したものでなければならない。」、

「調理は、あらかじめ作成された献立に従つて行わなければならない。」と定めている。 

 

【日本人の食事摂取基準】 

厚生労働省では、国民の健康の増進、エネルギー及び栄養素欠乏症の予防、生活習慣病の予防、過

剰摂取による健康障害の予防を目的として国民が健全な食生活を営むことができるように、「日本人

の食事摂取基準」を定めている。この食事摂取基準では、エネルギー、たんぱく質、脂質、炭水化物、

各種ビタミン及びミネラルといった栄養素を性別、年齢別でどのくらい摂取したらよいかについて定

められており、児童福祉施設における食事の提供に際しても必要な栄養量の食事を提供するためのよ

りどころとなるものである。平成 17 年 4 月から「日本人の食事摂取基準（2005 年版）」が適用され

た際には、「児童福祉施設における「食事摂取基準」を活用した食事計画について」（平成 17 年 3

月 29 日雇児母発第 0329001 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長通知）において、これ

をより良く活用した食事計画（食事の量と質についての計画）が立てられるよう求めている。 

 

【食育の推進】 

  近年の我が国の「食」をめぐる状況の変化に伴う様々な問題に対処していくため、平成 17 年６月、

「食育」に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、現在及び将来にわたる健康で文化的な国民の生

活と豊かで活力のある社会の実現に寄与すること等を目的として、食育基本法が公布された。 

食育基本法では、内閣府に設置された食育推進会議が食育推進基本計画を作成するものとすること

が定められており（第 26 条第２項第１号）、これを受けて、平成 18 年３月に「食育推進基本計画」

が決定された。 

この基本計画は、平成 18 年度から 22 年度までの５年間を対象とし、食育の推進に関する施策につ

いての基本的な方針、食育の推進に当たっての９項目の目標値を掲げるとともに、食育の総合的な促

進に関する事項として取り組むべき施策等を提示している。食育の総合的な促進に関する事項に、学

校、保育所等における食育の推進が位置付けられている。 

 

【保育所保育指針の改定】 

保育所での食育の推進については、平成 21 年４月１日に施行された新たな保育所保育指針（厚生

労働省告示第 141 号）において、保育所における「食育」は、「健康な生活の基本としての『食を営

む力』の育成に向け、その基礎を培う」ことを目標として、子どもが毎日の生活と遊びの中で、食に

関わる体験を積み重ね、食べることを楽しみ、食事を楽しみ合う子どもに成長していくことや、乳幼

児期にふさわしい食生活が展開され、適切な援助が行われるよう、食事の提供を含む食育の計画を作

成し、保育の計画に位置付けること等に留意して実施しなければならないとされている。 
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「食」に関する取組は、施設長の責任の下、保育士、栄養士、調理員、看護師など全職員が協力し、

子どもの状況や各保育所の環境を活かして行うことが必要である。また、保育所においては、特に家

庭との連携が重要であり、保護者に対し、食生活に関する相談・助言や給食を試食する機会の提供等

を通して、食への理解が深まるように支援していくことが求められる。 

 

【授乳・離乳の支援ガイドの策定】 

離乳食の開始・進行については、平成 19 年３月に「授乳・離乳の支援ガイド」が公表され、「離

乳食の進め方の目安」が提示されている。また、肥満予防や食物アレルギー、咀嚼機能の発達といっ

た個別課題について、最近の知見を踏まえた解説を提示している。 

授乳・離乳への支援の基本は、授乳・離乳を通して、母子の健康の維持とともに、親子の関わり   

が健やかに形成されることが重要視される支援、乳汁や離乳食といった「もの」にのみ目が向けられ

るのではなく、一人一人の子どもの成長・発達が尊重される支援であるとしている。 

 

【社会的養護体制の充実（施設の小規模化の推進・児童福祉施設等におけるケアの充実）】 

近年、乳児院、児童養護施設、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設においては、虐待を  

受けた子どもの入所が増加しており、虐待を受けた子どもが他者との関係性を回復させることや愛着

障害を起こしている子どもの適切なケアを行っていくことは、これまでの大規模集団による養育では

限界があることから、できる限り家庭的な環境の中で、職員との個別的な関係性を重視したきめ細や

かなケアを提供していくことが求められている。 

このように、より家庭的な雰囲気の中で、きめ細やかなケアを行うため、児童養護施設、乳児院、

情緒障害児短期治療施設及び児童自立支援施設を対象とした小規模グループケアの実施、並びに児童

養護施設を対象とした地域小規模児童養護施設の設置を進めており、ケア形態の小規模化が推進され

ている。 

 

【障害児施設における栄養ケア・マネジメントの導入】 

障害児が自立して快適な日常生活を営み、尊厳ある自己実現をめざすためには、障害児一人一人の

栄養健康状態の維持や食生活の質の向上を図ることが不可欠である。平成 21 年４月より、障害児施

設において、個別の障害児の栄養健康状態に着目した栄養ケア・マネジメントの実施が「栄養マネジ

メント加算」として評価されるなど、栄養ケア・マネジメントの重要性が高まってきている。したが

って、管理栄養士による、その適切な実施が求められている。 

 

 

  




